
はじめに―本研究の位置づけ―

1998080068.TIF

産業開リンケージと都市化

はじめに一一本研究の位置づけ

I モデル

II 集積のタイプ
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むすびにかえて

はじめに

本研究の杭置づけ一一

産業構造の特徴がおおむね比較優位に基づく

国際分業の原理にあてはまるとするならば，多

くの場合，発展途上国で先進国に対して比較優

位にあるのは，低賃金労働を集約的に用いる産

業や天然資源，熱，情性の気候を利用した第 1次

産業であって，こうした産業に特化ずることが

望ましいということになる。

次に一l斗の内部に日を転じてみると，産業配

置はその国の空間上で一様ではな心地域間に

分業構造が見られる。鉱物資掠の採掘や特定の

気｛伎のもとでのみhJ能な農業は当熱間内のある

場所に限定されるから，それらの産業がどこに

立地ずるべきかということは自明である。しか

し，労働集約的な産業が間内のもっとも賃金の

安い地域を選んで立地ずるかと這えばそうでは

なく，人llがもっとも集Iいしていて賃金の比較

的向い都市‘およびそω問辺であることが多い。

これは一見矛尉しているようであるが，賃金水

準が相対的に高いにもかかわらず，それを相殺
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して余りある高い生産性が企業を惹きつけるの

である。

都市における生産性の高さは，多くの企業が

集まっていることによって生じる集積の経済に

由来している。例えばその源泉の一つは，多数

の企業が都市を舞台にして交流することによっ

て生じる知識のスピルオーバーである。内生的

成長聞論に大きな影響を与えている Lucas

(1988）；ム知識のスピルオーバーによる外部経

済と経済成長との関係について分析するために

適した単位は都市であることを示唆している。

この点との関連では，どのような形態の都市

において外部経済がより強く現れ，経済成長を

高めるのかという内生的成長理論の実証分析が

ある。都市は，特定の産業に特化した都市と。

広範に多様化した産業を擁する都市，の 2つの

タイプに分類することができるc 前者はすでに

》1arshall(1890）によって注臼されていたこと

であるが，特定の専門的な労働者の労働市場が

形成されることや，ある産業がとくに必要とす

る中間投人財やインフラストラクチャーが効率

よく供給されることなどがそω理由とされる。

また後者については， .Jacobs(1969）が，都市

とは多様な専門知識をもった人々が交流するこ

とによって革新的なアイデアが生まれる場所で

あると，多くの事例会：挙げて説明している。そ

うした議論を狩景に， Glaesεret al. ( 1992）は

アメリカの都市データを用いて，多様な産業構

rアジア経済」 XXXIX8 0998.8) 
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ジと都市化

様な中間財が供給される都市に誘引される。そ

うすれば都市において中間財の需要が増大して，

Young 0928）が指摘したように，市場規模

の拡大はより高度な専門化による分業を可能に

するので（注2），中間財のバラエティはさらに

産業開リンケ

造をもっ都市のほうが，特定の産業に特化した

都市よりも高い成長率を示し，産業内よりもi1f.

業聞の外部経済性がより経済成長に貢献したこ

とを実証した。

このように外部経済の場として都市が注甘さ

この都市ではさらに多様このため，増大する。そもそもなぜ産業集積が形成されれるなかで，

るのかを，内生的に説明しようという研究が行 さらに多くな中間財が手にはいることになり，

の生産者を誘引する。

この図

は，中間財産業から最終財産業への前方連関で、

は，中間財の種類が多様であればあるほど最終

この議論を要約したのが図1である。

わるようになっている。規模の経済に基づいて

国際貿易のパターンを説明する新貿易理論を打

ち立てたボール・クルーグマンやアンソニー・

ベナブルズらは，市場の統合度が高いほうが産

そうした場所が財の生産性を向上させるので，等V
ノロヨ業が地理的に集中しやすいとし，

そし

て最終財産業から中間財産業への後Jj連関では，

最終財産業の生産規模が大きければ大きいほど

最終財企業を引きつける効果があること，で進行している地域統合は域内の分業構造を大

きく変える可能性があることを予測している。

一万，藤岡昌久は，都市経済学では都市のどジ

ネスセンターの存在を与件として都市の空間構 さらに多くの種類の中間中間財市場が拡大し，

｝妙

、回．財企業が操業可能になることを表している。センターの形成造を説明してきたのに対して，

の2つの作用が循環的に顕れることによって，

中間財企業と最終財企業が集積するのである。

かかるメカニズムから現代の大都市を説明し

を内生的に説明しようという研究を進めてい

この 2つのアプローチは，異なる問題を扱fこO

いながら，消費財や中間財の多様さが経済主体

の相互作聞を通じて集積カをと主み出しており，

これに基づいて産業の集積を内生的に説明する

とくに重要と忠われるのが，ょうとするとき，

対事業所サービス業の役割である。最終財企業

はコスト削減のために間接部門のアウトソーシ

ングを積極的に行っていることはよく知られて

この新しいとし寸共通の考え方をもっている。

多様な中間財と最終財との1産業j車問iこ基っ

く集積の循環的問栄関係

潮流は，新貿易理論になぞらえて「新経済地

とも呼ばれ開J(New Economic Geography) 

る（校I）。
凶 1

前
方
連
関
効
回
端

67 

本楠で瞬間するモデルも，新経済地理モデル

たとえばのひとつと位置づけられる。ただし，

ドujitaand Krugman (1995）が消費者の多様
後
方
連
抑
制
効
果

ここで、

は生産者にとって中間投入に用いる財・サービ

スω選択が多様であるほうが高い生産性を実現

できるとしけ仮定に基づいている。最終財の生

産手守は，中間財購入の輸送費節約のために， 多

性への選告:y.に注目しているのに対して，
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いる。例えばハイテク集積で知られるシリコン

パレーは，コンビューターや半導体の製造だけ

でなく，デザイン，技術コンサルティング，ソ

フトウエアなどの製造の各段階をサポートする

専門的なサービス業が多様に存在し， 1995年の

地域の事業所数において37.7%を占めている

（清成・橋本 1997,24叩 28）。また日本において全

産業の1000事業所当り対事業所サービス業事業

所数が全国平均（33.9）を上回っているのは，

東京（60.7），大阪（40.4），神奈川（37.6）等

の大規模工業地域を擁する都府県で，とくに最

大の産業集積地である東京が突出している（総

務庁統計局「日本のサービス業1989年』 1992年

66ページ）。

こうした傾向は，先進国だけではなく工業化

の進んだ発展途上国においても一般に見られる

ようになっており，大都市におけるアウトソー

シングの活発化とそれに伴う対事業所サービス

産業の成長は顕著である。

貿易の自由化が発展途上国経済を国際的競争

のなかに投じている今日，企業は競争力強化の

ために中核部門ではないサービス業務を中心に

商接雇用を削減し，専門的な知識をもっ企業へ

の業務委託に切り符えようとしている現実はも

はや一般的である。都市にはそうした専門的な

対事業所サービス企業のネットワークが存在す

る。都市が一国の産業発展に果たすこのような

役割は今後ますます高まることが予想され，そ

の機能を高めるような都市インフラの整備は重

要な意味をもってくるだろう。

本稿では，以上のような背疑から，中間財と

最終財の産業複合体としての都市の成り立ちと

それが一国の地域構造に与える影響を分析する

ための理論モデル分析を試みている。依拠する
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のは， Dixitand Stiglitz (1977）によるチェ

ンパリン流の独占的競争のモデルであり，図1

の考え方に従って，差別化された中間財を取り

入れている。

このようなモデルはよく使われる。国際貿易

の文脈においては， Helpmanand Krugman 

(1985）が，差別化された中間財が貿易不可能

である（すなわち輸送費が無限大に大きい）とき

に， 2国の間で要素賦存に差がなくとも，集積

のメリットによって一方の国が中間財とこれを

需要する工業をもち，他の国が中間財を必要と

しない農業に特化するという分業が成立し貿易

が行われることを示した。一方，都市経済学で

はRivera-Batiz(1988）が，差別化された貿

易不可能な中間財と，同じく差別化された貿易

可能な最終財が集まって形成される都市の人口

規模の最適性について議論した。

これらのモデルでは，ある一つの場所（国）

に中間財と最終財の集積があると仮定して，中

間財は非貿易財であるからこの設定は変わらな

いという前提の下で議論が展開されている。こ

れに対して新経済地理では，すべて習易可能な

条件下で輸送費や初期条件の違いに依存して集

中が起こったり，あるいは分散化したりするこ

とが議論される。

このような方向で中間財と最終財の産業連関

を導入した最近の研究成果には， Krugman

and Venables (1996）がある。彼らのモデル

によれば，輪送費が高ければ集積は起こらない

が，輸送費が十分に下がれば産業の再配置が進

んで集積が起こる。アメリカ合衆国と統合され

たヨーロッパは同じくらいの経済規模でありな

がら，アメリカでは金融，自動車，ハイテク情

報産業など，産業が特定の地域に集積する傾向
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が強く見られるが，統合前のヨーロッパでは，

各国がそれぞれに多様な産業構造をもった結果，

ヨーロツパの中においても自動車産業や金融の

中心がいくつも存在する。ヨーロッパの地域統

合が進んで財の輸送費が低下すれば，集積の経

済の働きによって産業の空間分布がよりアメリ

カ型に近づくような大規模な産業の再配置が起

こることが，このモデル分析の結果から予測さ

れるのである。

また， Pugaand Venables (1996）は同様

のモデルを用いながら，初期には集積の経済の

働きによりある国だけが工業化が進むが，その

規模が大きくなるにつれて賃金が上昇するため、

別の国へと工業が移転し，次々に工業化が伝播

してゆくことを導き出した。これは，東アジア

で見られたような雁行形態発展をうまく説明し

ている。

これらの 2つの論文で用いられたモデルでは，

産業連関が生み出す集積力に対して，賃金格差ー

周辺市場の需要規模ω拡大，高い輸送費が措抗

する分散力として働いている。結果として集中

するかあるいは分散するかは，この 2つの力の

どちらが強いかに依存する。すなわら，企業は

他の企業から中間財を購入する輸送費を節約す

るために集まろうとするが，集積のメリットか

ら得る生産性上昇よりも，後背地において低賃

金労働を利用したほうが生産コストを引き下げ

られる場合には，集積は実現しない。また，輸

送費用が大きい場合，採算がとれる適度な規模

に市場が分割されて，名市場ごとにとド‘産が行わ

れることになるであろう。

このように，集積を内生的に説明する新経済

地理モデ、ルでは，集積力と分散力のバランスを

取り入れる必要がある。本稿で民間ずるモデル

産業問リンケーシと都市化

では，関1で表されているような中間財のバラ

エティに基づく集積力を取り入れているc 一方，

分散力は都市と農村の聞の賃金格差と輸送費に

よって生まれると考える。

Krugman and Venables 0996）や Puga

and Venables (1996）では，移動可能な産業

は差別化された財（工業製品） 1種類しか存在

せず，これが最終財と中間財のどちらにも消費

されると仮定される。このため，企業が立地し

ていない後背地に十分大きな市場が存在すれば，

移動して局地的な需要を獲得するインセンティ

ブが存在する。これに対して，本稿のモデルで！

は，同質の最終財と差別化された中間財が区別

されていてどちらも移動可能である。最終財市

場は完全競争であるので，生産立地は比較費用

のみに依存し，後背地の需要のサイズには影響

されない。集積のタイプは以ドの2つが想定さ

れる。

第 lのタイプは，最終財産業と中間財産業が

集まってひとつの地域（都市）だザで生産され

ているケースである。他のどの地域で最終財を

生産しようとしても単位当りコストが都市から

出荷されてくる最終財の送達価格を下回ること

ができないため，他の地域の最終財産業は成立

しなし迎。この場合，最終財と中間財が1カ所で

のみ生産される。

第 2のタイプでは，最終財の生産は foot但

looseになり，各市場に分散されて行われる。

この場合，中間財と最終財が集積した中心地域

（都市）はあるが，周辺地域にとっては中心か

ら緩終財の供給を受けるよりも，中間財を購入

して最終財を組み立てるほうが安価である。例

えば，組立工場が低賃金労働を利用するために

河辺地域に建てられるケースを想定すればよい。

句



Ⅰモデル

1998080072.TIF

もちろん，組立工場が分散しでも，対事業所サ

ービスなどの中間財部門を集積した都市の優位

性は残る。

第II節では，この 2つのタイプの集積がどの

ような状況の下で実現されるのか，パラメータ

の条件を求める。そこでは， 2つのタイプはそ

れぞれ異なる環境の下で成り立つことが示され

る。

ここまでの議論は集積をもっ都市が1つだけ

という仮定の下で行われる。しかし，都市が複

数存在する可能性は十分にあるつ第III節では，

どのような条件の下で都市は 1つしか存在しな

いような一極集中型になるのか，そしてどのよ

うな条件の下で複数の都市が存在するような分

散型の地域構造が実現するのかを考察している。

同じ条件の下でも違った均衡が成り立ちうる複

数均衡の問題や，外生的なビッグ・プッシュに

よって集中型から分散弾へと転換させることが

可能なことなどについても議論される G

最後に第III節では，ここでの分析結果から得

られる開発政策への含意を論じている。

（注 1）例えばFujita(1988, 1990），および

Krugman (1991）を参照。

（注 2) この展開は後で明らかになるように，そ

れぞれの中間財の牛産には規模の経済が存在するこ

とを仮定している。

I モデル

本稿で導入するのは次のようなモデルであるc

経済は農業部門（A部門），工業部門（M部門）

および工業部門への中間投入部門（S部門）か

ら成っている。 A部門とM部門から生産される

財は(1）式で表せる効用関数に従って消費者によ
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って需要される。

U=M8A1θ ただし 0＜θ＜1 (1) 

M部門の生産は（2）式によって表現されるよう

に，労｛動LMと中間財Sの組み合わせによる。

QM=LMト a5a ただし 0＜α＜1 (2) 

ただし S部門は n種類の差別fとされたバラ

エティによって構成されており，式（3）のインデ

ックスによって表現される。

Sニ {lz(i）ρdi}i (3) 

ただし 0＜ρ＜1で， ρはひとつひとつのS

財z(i）の差別化の程度をあらわし， ρが小さい

ほと、差別化の度合いが大きいっ S財のバラエテ

ィの数nは均衡において内生的に決定される変

数である。 S部門のひとつひとつの財は労働を

投入要素として生産され，固定投入量fと生産

物1単位ごとに限界労働投入品が発生するもの

とする。

Ls(i）二二f+asz(i) (4) 

悶定費用が存在するために中間財の生産には

規模の経済が存在するので，ひとつのバラエテ

イはひとつの企業が特化して生産するのが合理

的となる。したがって， nは均衡において存在

する S産業企業の数を表す。

A部門生産は，簡単化のために労樹LAのみ

を生産要素として次のような生産関数で表され

る。

QA=e-eNLA ただLc:> 0 (5) 

e eNは生産が行われる地域の人口規模Nに依

存して水準が変わるシフト・パラメータで， A

部門にとっては与件である。このシフト・パラ

メータが合意するところは，ある地域で人口規

模が増加すれば，そこでの農業は混雑効果を受

けて，労働投入が不変でも生産量が低Fしてし
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まうことである。それは例えば，生活汚水によ

る環境の悪化や，農業用地から住宅地などへの

転用などによって起こりうる。

以上のような構造をもっモデルから導かれる

市場均衡を特徴づけておこう。

まず，すべての労働者は I単位の労働力を非

弾力的に供給すると仮定すると，所得は賃金w

に等しし（1）式の効用を最大化することから導

かれる間接効用関数は

U=8θ（1－θ）l 6pM 6pA-(l 6)W (6) 

となる。ただし， PM, PA はそれぞれM日;;j, A 

財の価格を表す。また完全競争市場を仮定して

いるM部門では価格は限界費用に一致しており，

したがって費用最小化から導かれる関係は，

PM二 αα（1 a）一（ト≪＼！－＇i-a II/ (7! 

となる。ただし1Vは賃金，刀占は S財の価格イ

ンデックスで，

ι＝（｛九（i）拘）ヤ）

である。

A部門では費消最小化により，（9）式が成り立

っているo

PA=we•N 

さらに Dixit-Stiglitzタイプの独占的競争モ

デルについてよく知られているように，企業の

価格付けは，限界費用品wにマークアップ率と

してρの逆数をかけた次の(10）式となる。

ザsWPs＝ことー UO) 
ρ 

自由な参入によって超過利潤がゼロになる均

衡では，それぞれの企業が次の（11)式で与えられ

る均衡産出量を生産する。

S＊ー ρ _L
-1－ρ as 

(4）式により，そのときの各企業の雇用出12）式と

なる。

産業関リンケージと都市化

(8J 

L I ＝一一－ (12) 
1一ρ

以上のようなモデルを空間上に適用するため

に，本稿では地域I，地域2と呼ぶ2つの地域

から成る経済を考える。 2つの地域の中では輸

送費ほかからないが，地域間の財の移動には輸

送費が発生するというのがここでの想定であるつ

3種類の財はいずれも輸送可能であるが， A財

と;vl対はそれぞれの地域で生産したほうが他地

域から輸送されてくるよりも安く供給できると

きは，輸送が起こらない。ただし，差別化され

たS財はその限りではなく，多様性を選好する

M部門はすべてのバラエティのS財を利用する

ことになる。このため，もしM部門の生産が岡

地域で行われていれぽ必ずS財の輸送が発生す

るし，また両地域で中間財が生産されていれば，

双方向の輸送が発生することになる。

経済全体の労働者人口の合計はNで与えられ

ている。労働者はA部門， M部門， S部門の部

門間，また 2つの地域間を自由仁移動すること

ができ，その移動コストはゼロであるが，雇用

されている地域に居住して消費を行うことを仮

定する。

輸送コストは次のような定式化に基ついてい

る。他の地域に財を 1単位発送すると，目的地

には1/r単粒しか到着しない（ただし τ＞1）と

仮定する。このような仮定はあたかも氷が輸送

によってとけてしまうようなものであるニとか

ら「アイスパーグ（氷塊）輸送」と呼ばれる。

この仮定により，相手地域での 1単位の言語要を

満たすためにはr単位を発送しなければならな

いので，生産地域て申の価格をpとすると需要地

域での送達価格はprとなに輸送によって生

産地よりも需要地の価格が高くなることが表現

(9) 

）
 

－
 

ー（
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図2 首位的都市と農村の地域構造

地域1 地域2
（都市） （農村）

M－ーーー｜

！ 卜十
できる。

以上のように定められたモデルと地域，およ

び輸送コストについての概念にもとづいて，次

節では 2つのパターンの地域構造を想定し，そ

れらが成り立つパラメータ条件を検討する。第

1のパターンは， M部門と S部門の両方が地域

1に集中しており，他方地域2はA部門に特化

し地域1からM財を購入しながら，逆に農産物

を供給しているというものである（図 2を参

照）。すなわち地域 Iは都市，地域2は農業後

祥地と特徴づけられる。これは，発展途上国で

しばしば観察されるような，工業やサービス産

業が一つの都市に著しく集中している非常に首

位性（Primacy）の高い地域構造を表している。

第2のパターンぞは，地域 1にM部門と S部

門が集まった都市が存在しているが， M部門は

第2地域へも広がっていて，地域1は地域2に

対してM財ではなく中間財として S財を供給す

る（図3を参照）。これは，地域2には賃金格差

や輸送の障壁があるために，地域 1からM財を

輸送するよりも現地生産が有利ではあるが，し

かし S財の現地生産がはじまるほど工業の生産

規模は大きくない状態てψある枇I）。 M財の交

72 

図3 中心都市と周辺の地域構造

地域1 地域2
（中心鶴市） （周辺地減）

レM

s 
司、 A

易が行われないのは，他地域からM財の輸送を

試みても，輸送費が高くっき，必ず白地域で生

産されているM財の価格を上回ってしまうので，

差別化されていないM財を他地域に求めること

はないからである。地域2は， S財の供給を全

面的に地域 1に依存している一方， A財生産に

はまだ余剰があり， S財との交換でA財を地域

1；こ供給している。第2のパターンでも地域1

は中心都市であり，地域2は周辺地域と位置づ

けられるが，両地域の聞にはM財の生産過程に

おける連関関係が見られる。

（注 1) Hamaguchi and Fujita (1997）では，

同じ文脈での分析を連続的空間でより厳密に行って

＇＼るつ

II 集積のタイプ

1. 哲位的地域構造

まず，岡2に示した地域構造のもとで実現さ

れる交易パターンを確認しておこう。 M産業は

すべて地域 Iに集中しているので，地域2は地

域 1から輸送費を含むPlrr',fの価格てやi財を供

給される。他方， A財は地域2から地域 1に輪
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送費を含むPirAの価格で供給され， M産業は

地域 1, A産業は地域2とし追う特化のパターン

が成り立っている。さらに地域 1ではM産業が

投入財として用いる S財の生産が集中しているc

このように，図2のパターンでは地域1は工

業と中間財産業が集積する中心地であり，地域

2は農業後背地であるような，中心一周辺構造

を表現している。本モデルでは人口調密地域で

の農業生産は農業の生産性を低めることになる

ので，もしA財の輸送が容易であれば，このよ

うな地域間分業を行うことが合理的であるはず

である。

一方，中間財である S財は前節で述べたよう

に輸送コストを節約するために需要者であるM

産業にできるだけ近く立地することが好まれる

と想定される。ここで想定されているパターン

産業関リンケージと都市化

大きな差はない。このときM財の輸送費が非常

に大きければ，地域2の消費者は地域 1からM

財を購入するよりも，地域2で現地生産される

ほうが安く購入できることになる。この場合は，

M財生産が地域1に集中している理由が失われ

る。

図2のような地域構造が維持されるかどうか

は，財ごとの輸送費の相対的関係に依存する。

以下では，モデルを用いて分析し，凶 2の中

心周辺地域構造が均衡において存在するため

の条件を導出する。

すべての消費者が等しい実質所得を得ている

均衡状態においては，与えられる価格のもとで

16）式の間接効用が地域1と地域2で同じでなけ

ればならないので，結局両地域の相対賃金は次

式のように輸送費の棺対的大きさに依存して決

では地域1にしかM産業が存在しないので， S まる。

財を生産する企業も地域Iを選択するであろう。 u・f TA1－θ 

M産業と S産業の聞に存在する前方・後方連関 W II TM8 

）
 

9
d
 

l
 
（
 

を通じて生み出される地域1全体としての規模

の経済はM財価格を低下させるので，地域2の

消費者にとってもメリットがある。

ただし，各産業が必ず図2のような立地選択

をするとは限らない。まず，地域1と地域2の

間で名目賃金の格差が非常に大きければ， S財

を生産する企業はf品質金労働を利用して地域2

で生産し，同時にS財の輸送費が十分に小さけ

れば，地域1で生産している競争相手よりも低

いコストで地域IのM産業に供給でき，より高

い利潤をあげることができる。この場合，閲2

のようにS産業の企業は地域 1Iこ集中せずに地

域2に転出してしまう。他方，地域1から S財

を購入して地域2でM財を生産しでも， S財の

すなわち， A財の輸送費が大きければ地域 1

により高い賃金が支払われ，反面， M財の輸送

費が大きければ地域2の賃金水準がより高くな

ければならない。また，それぞれの財への支出

の比率にも依存している。

関2において地域1のM財生産ではS財購入

のための輸送費がかからないので，すべてのS

財は（10）式で示された価格行動をとるとすれば，

:8）式の倒栴インデックスは

{ n（与と）「今月
となり， I也域IでのM財価格は，（7）式より

Pk=a-a(l-a）一（ I 凶作rn~W1 ）
 

am噌l
 
（
 

輸送費が十分に小さければ調達コストにさほど と求められる。（14）式から明らかなように， S財
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のバラエティ ηが大きいほどM財の限界費用は (9 ), (15), (1め式より， A財市場を均衡させる価

低下し， M財は安い価格で供給されることにな 格は制式となる。

る。これは図1における前方連関を通じた生産

性効果を表すものである。
Pか（払）e叩 WI ）

 

A
H
U
 2
 
（
 

次に， A財とM財の需給が一致する市場均衡 P:l= 1となるように規準化すると，地域 1

において間(16）式が求められる。 における賃金は自1)式となり，さらに（13）式より地

" 1-e I 
P1;1.QA＝一一一一一一一W1nαθ1ρ 

ー 1 / PkQM＝… - -w1n Iρ 

地域2におけるA産業および地域 1における

M産業での労働需要はそれぞれ，

L P11QA. TM (1一α）PLQM一 一一－a一一 …一一一一
Wu ’ W1 

であり， S産業の労働人口は（12）式にS産業の企

業数 nをかけて求められるので， 2つの地域

に存在する労働者の合計がNで与えられている

とき，結局nは（17）式で終手られる。

1…ρ 九T

n＝σ／ 1半σ

ただし，

[Al 6 1－θ 
σ－ [MO θ 

である。このように ηはNとiEの相聞があり，

人口規模が大きければM財の生産が拡大し，よ

り多くのS財のバラエティがもE在できるという勾

閃 1の後方連関を通じた効梨が示されている。

地域聞の人口分布は地域 1が(1め式，地域2が(19)

式で、与えられる。

N1＝（辻JN 

Nu= Crfa-) N 

(15) 

(16) 

域2の賃金は（勉式となる。

w1 =(~)e •（市）N
＼ ιM I 

w/[=eεhfす）N

。1)
ω 

そして，すべての消費者（±労働者）に等し

く実現される間接効用は，

互虹l ρ） 二丘旦二旦~UててでKN ,, e 1+11 邸）

踊

となる。ただし，

KてCIパ（1α）＇αiρi"e( 1一ρfマ＇＇l
I ¥ a.I ¥](1弓予YI I 

仮にこの経済の人口が増加していったときに

消費者の効用水準がどうなるかは，地域1の産

業連聞から生じる規模の経済でM財価格が低下

する正の効果と，（21！，儲式で表されているよう

に，人口増加によって規準化されているA財価

格に対して，賃金が低下することが及ぼす負の

効果のどちらが上問るかに依存している。ここ

での負の効果は（5）式で仮定した農業に見られる

混雑効巣の仮定に依存していて，農業地域にお

ける人口増加が農産物供給の伸びを制約し，農

産物価絡の上昇を招くことから発生する。通常

ほ，（23）式を描いた l＇~l 4からわかるように，人口

成長の初期には規模の経済が不経済を上回るの

で，人口増加とともに効用水準は上詳し，ある

人口規模において飽和点に達した後は規模の不

制

(19) 

結局σは地域 10）人口を 1としたときの地域 経済によって効用水準の低下をみる，いわゆる

2の相対的な人口規模に等しい。 過剰都市化の局面を迎えることになる (;il)。
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これまでの分析は，図2のような地域構造が

存在すると想定した上で成立する交易パターン

に基づいて市場均衡解を求めたものである。し

かし，実際にこのような地域構造が維持される

と想定するにあたっては，求められた市場均衡

解のもとで各産業が異なる立地選択をする誘因

が存在しないかどうかを吟味しなければならな

い。たとえば，もしM産業が地域2で生産した

ほうが低い価格で、地域2の消費者に供給できる

ならば地域1に集まっている必然性はないし，

S産業の企業が地域2で生産したほうが高い利

潤をあげられるとすれば，企業が地域 lにとと

まらずに移転してしまい，このようなパターン

は成立しないからである。

図2の地域構造が成り立つのは，以下の分析

でわかるように，パラメータがある条件を満た

す場合に限定される。

まず，図2で想、定されているようにM産業が

地域2で生産されない条件を検討してみよう。

ここでその他の産業の立地パターンは図2と変

わらず， S産業はすべて地域 1で供給されてい

るので，地域2でM財を生産するとすればS財

図4 効用曲線の一例

u 

N 

産業関リンケージと都市化

は地域1から輸送されなければならないものと

する。 M財は差別化されていない財であるので，

地域2で供給可能な価格（Pi}）が地域 1から

輸送されてくるM財の価格PkrMをわずかでも

上回れば，地域2でのM財生産は全く市場を獲

得できず，成立しない。（8）式より地域2におけ

るS財の価格インデックスは，

η（（生~）~｝~
となり，包I),(22）式を用いると，地域2で生産さ

れるM財の価格は（24）式となる。

P11t＝♂（1一α）(Iα）（ラ）らヰ削Wu1-aw/

。4)
これが， PkrMをJ：回るのは， (14）式に（21）式を

代入すると，次の邸）式が成り立つ場合である。

a 1-(l ・ aθ 

TA三三rs百亡α）（iてC/JTTM-TI両予言I (25) 

すなわち， rsが大きければ， S財の価格イン

デックスが上昇して地域1を離れたM財生産の

コストが高くなりすぎるし，また rMが十分＇こ

大きくない限引地域1から輸送きれてくるM

財の価格を下回ることができず，地域2での生

産は実現されない。

次に， S産業の企業が地域2へ移転する可能

性について検討してみよう。いま，図2の産業

立地が成立していて，すべてのM財と S財の生

F干：は地域1で

この状況で、ひとつのS企業が地域2に立地した

とすると，この企業が地域1のM産業にS財を

供給する際の送達価格は（10）式の価格付けにより，

P:fo＝（す）w1市
となる。このとき，当該企業が獲得できる需要

の規模は，

アラ



1998080078.TIF

zu＝諮問rJ占
であり，もしこれが超過剰j潤ゼロとなる均衡産

出量（(11)式）を上回らなければ，たとえ地域2

に移転しでも地域1で生産するよりも高い利潤

を獲得することができないので，移転のインセ

ンティブは存在しないことになる。そのような

条件は，（27）式によって満たされる。

rA <(r，が斗（rM）三百

すなわち， hが大きしかつまた印が小さい

場合には，（13）式に従って地域1と地域2の賃金

格涯が十分に大きくなる。この場合には閉式の

大小関係が逆転して安い労働力を間いた地域2

での生産が誘困をもつことになる。しかし， rs 

が十分に大きい場合には地域1への送達価格が

高くなって十分な市場を撞得できない。特lこρ

が大きく個々のS財に対する需要の緬桔弾力性

1/(1 ・ ρ）が大きい場合はそうである。

以上の分析から， S財の輸送費が十分に大き

い場合にはM財と S財の生産がiつの地域に集

中する地域構造が生まれやすいことが確認され

た。こωことは， Fujitaand Kru広man(1995)

やKrugmanand Venables (1996）のように

消費のバラエティを考！避しなくても，中間財ω

バラエティだけでも産業の集積を説明できるこ

とを示している。本摘のモデルはM財部門肉体

は差別化されていない財で，規模の経済・nもな

いため，生産単位は無限に細分化可能（per-

fectly divisible）である。にもかかわらず，はi

lで捕かれたlllfカi.後方ω産業連関効栄によっ

てM産業と S産業がひとつのかたまりとして．

他の地域ではM産業も S産業も＃｛-t：し得ないよ

うな，地域規模での規模の料消を実現している

76 

(26) 
のである。

ここで銘記しておくべきは， 2つの地域のど

ちらかがM財生産に有利な自然条件をもってい

るという想定はあらかじめなされていないこと

であるc すなわち，輸送の容易さも全く対称的

であって，たまたまどちらかの地域が集積を形

成し，ここで導かれた条件を満たすことができ

ればその集撞は維持され， 2つの；地域に分業が

生じて交易が行われるということである。ただ

し，このような集積の経済のもとで効率的に生

産された地域 1のM財が農業後背地である地域

2に低い輸送費で運ばれて地域2＇こも恩恵が及

び，かっ地域 1の産業集積との賃金格差が拡大

して S企業が移転ずる動機を与えないためには，

A財の輸送費も相対的に低L、という条件も同

時lこ満たされていなければ，集積は維持されな

）
 

？
 

の
〆
臼41 

t 'o 

2. 産業連関で結ぼれた中心と濁辺

それでは， S財の輸送費が低いときにはどの

ような地域構造が考えられるだろうか。

ひとつの候補として考えられるパターンが図

3 Iこ表したようなものである。ここでは，地域

2においても地域 1から供給される S財を中間

財として用いてM財が生産されている。これは，

例えば周辺地域にアセンブリーを中心lこした工

業地帯が形成されるが，対事業所サーピスや部

品の供給は中心地域に依存しているような関係

を指している。地域2には農産物の余剰があり，

地域 1＇こ供給している。

i珂2の地域構造と比較すると， i司3のパタ

ンでは地域 1が地域 2＇こ中間財を供給する形で

2つの地域の間 リンケージが存在する。

このニとは，国際経済の文脈では，かつてー：？と

姥品と工業製品を交易していた日本と東南アジ
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産業問リンケーシと都市化

アが，後者の工業化によって日本からの部品・ (12)式および（30）叫32）式を用いて各生産での労働

中間財の輸出が著しく増加したことが想起され 者数を求めたうえで，総人口がNのとき，（33）式

るように，より 2地域聞の統合度が深まったこ

とを含意している。

なお，以下の分析によれば， S財産業はM財

生産集積の大きな地域 1に集まっているが，地

域2のM財生産が十分に大きければ， S財産業

の地域2への移動誘閣が生まれ，このような一

種の中心一周辺関係は安定的ではないことが示

される。

地域I，地域2における S財調達の価格イシ

デックスはそれぞれ，

{ 土（I世

n（千円ρ

{ rQ~Pl n(T）叶 ρ

であるので，各地域において生産されるM財の

価格は，（28)(29）式で得られる。

I泊三αα（ α）一(I a）（す）＼ゴ（戸

ル ασ（ α）(I g作）γ ；ρ）， WII1・aw/ 

(29) 

図3によって与えられた交易パターンのもと

でA財， M財の受給が一致する市場均衡におい

ては，（30）～（扮式が成り立っていて，さらに 2地

域間で間接効用が均等化するためには側式が満

たされなければならない。

PIJ QA=l二fl_L;・w1n 
αe 1一ρ

ー I_ e f 
PirQM--r=頁T=a)1_:.:Pwin 

II II 1-e f WJn P"irQ1ifニ ーム一一
1－θ（1一α） 1－ρ 

な＝（告と）品部

を代入して側式が求められる。

n-l二企 1一θ（1 α）N 
／ 1十ゆ

ただし，

。＝仁f}jrA I 6 y=if.::嗣

-ae ,"rl8) 

で， <pは地域 1の人口を 1としたときの地域

）
 
4
 

内
4
』

u（
 

2の相対的な人口規模である世2）。次にゆ）式

に（3跡式を代人して， P:l=lと規準化すると（35）式

が得られ，さらに倒）式より（36）式が導出される。

I rA1一θ＼1匂”ノI二＝1一」ニ百百一l ei+β口

¥ rsー／

ーεβU

wu=eI＋β日

(35) 

(36) 

店街

以上のように市場均衡の諸条件から価格変数

が求められたところで，図2について行ったよ

うに，想定されている図3の地域構造が維持可

能であるための条件を明らかにしておかなけれ

ばならない。すなわち，地域構造を崩すような

生産立地の選択誘閣が存在しないための条件で

ある。

まず，どちらかの地域からM財を輸送した場

台のM財の価格が他方の地域で生産されるM財

の価格を下回るのであれば，後者の地域でのM

財生産は成立しなくなり，図3で想定されてい

るような生産分布は存在しえない。このような

状況を排除するためには， l/r,11三三v/.i/p長三二rM

を満たさなければならない。。温：X29）式に（35X36）式を

代入すると，この条件は仰式として特定化され

（初l

(31) 

(32) 

(33) 

る。

1 _ f TA (1-a)(l 叶R 白河 J

一一一己i一一一五一一一l 与 TM
r.11 L rs- J 

(37) 

この条件によれば，ある TMのもとでおが大き
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すぎでは，地域2のM産業にとって S財の調達

コストが高く地域1のM財と競合できない・方，

fAが非常に大きければ，（33）式でわかるように地

域聞の賃金格差が大きくなり，地域1ではS財

へのアクセスに関して利点がありながら，地域

2で低賃金労働を利用して牛．産されるM財との

競争に敗れてしまう。（37）式が満たされる環境に

おいてのみ，両地域でM財が生産されることに

なる。

S産業の企業にとっては，もし地域 2｛こ立地

した場合に均衡産出量S本（（11)式）を超える需

要が獲得できるならば， i司3で想定されている

ように地域 1に集中せずに地域 2Iこ立地ずる誘

閃が存在する。仮に地域2に，ある S企業カバ／；

地したとすると，この企業が得られる需要は

×（ぷ）江戸川 (381 

であり， Z11く S＊であれば，地域 2に立地しよ

うとする企業の利潤は負になり，存在し得ない。

ニの条例tは，次の(10）式である 2

fAく r5T工百

×l u--j!_(.i____q_)}¥ 

ρ 一平！ 棚
1 8(1一α） l一θ

(1-0）日1ρ十αOrstーρ

(40）式の条件でも，ぬが大きく賃金格差が著

しい場合は，地域2で生産する誘困があること

がわかる。

図5には， rsを横軸に，むを縦軸にとった半

面上で悶2を成り立たせる（25X27l式と， i渇3を成

り立たせる条件である（37X40）式がなえずノ可ラメータ

の範囲を比較してみた。ただし，定義により，

r、注l, fA ?'. 1で、ある。

まず，（27）式と（初式のつドガの境界は一致してい
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図5 1羽2と図3のパラメータ領域

rs 

るため，この 2つのパターンのパラメータ領域

は隣接していて交わらないことが確かめられる。

ねがねに対して大きいことが悶 2のパターン

を成ιさせる条件となっているが，これは中間

財の輸送が難しいので中間財と最終財は集まっ

て立地しやすしねが低ければ農産物供給を

他地域に依存することができ，こうして 1つの

地域に最終財・中間財の集積を形成することが

口J有主となるためである。

次に，むとらがともにト分小さいことが！'XI

3のパターンを成立させる条件であるが，これ

はS財の輸送と， S財集積地へのA財輸送を可

能にするために必要である。中間財の供給を地

地域に依俗しながら工業化を回るには，中間財

のアクセスを脊易にするような輸送インフラを

持つことが重要であることがわかる。 rsに対し

てねが非常lこ大きいことをあらわず左上の簡域

では， 1司2,t刈3どちらのパターンも成立しな

I, 、。都市の住民は農業後背地からの効率的な食

糧の供給に依存しなくては存在しえないためで



Ⅲ集積の数
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ある。

（注 1) ただし，世司式からわかるように

(1ーσ）(1 θ）＋α8(1 ρ）／ρ＜ Oが成り立っときは，

Nの精加に対して効用水準は常に低下するc これは

M財に対する支出が少なしまた S財の差別化の度

合いが小さい（ρが大きい）場合である。

（注2) これは，地域 1の人口を地域1のM財，

S財に雇用されている労働者数，地域2の人口を地

域2のM財， A財の労働者数として求めると得られ

る結果である。

III 集積の数

つぎに， 1つの応用問題として関6のような

状況を考えてみよう。この 2つの地域の聞には

高い輸送費が発生するために交易が困難で， A

財， M財が各地域の需要を満たすだけ生産され

ている。 S財は差別化されているので，地域l

（地域2）で生産される S財の需要は地域 2 （地

域 1）でも存在する。

いま，短期的には 2つの地域の間で効用水準

に差があっても労働移動が起こらないとすれば，

ある総人口Nのもとで地域間の人U比率を与え

てやれば，財の受給が一致する市場均衡によっ

図B 複数の集積（都市）をもっ地域構造

地域1 地域2

M 

4
7
l
 

M

一
Ss 

A 

産業関リンケージと都市化

て，両地域における各財の価格，賃金， S財の

バラエティの数の均衡値が定まる。地域1の人

口比率を πとして（すなわち地域1の人口はπN

となる）， 3つの財市場の均衡条件を満たすよ

うな解は， n=1と規準化すると，

n _J!.皇ヒp)__N
I Jι1' 

as 

αθ（1－ ρ） 
Z11= ぞーとL(l π）1.V 

us 

w1=e－επN 

Wu二二 G <(IーπN

j

）

）

 

1

2
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4

 

aa岨
a

a

m
唱

a

a

n
－a

（

（

 
P会＝a-a(lーがl a行）α

イn1{1十l三互（e

P詰＝α一α(1一α）一(Iσ））α 

×r n1 ｛円九）品~｝ギW11 側
P;.f=l 包7)

と求められ，このとき両地域で労働者が得てい

る効用水準は，

ι＝J(GHゴl}~f')_) • Na•，戸
／門、、_w.1ェ：!l

×lπ＋（l 一ir)(e'12π－lJNrs）ーヂ汁 ρε （l 8）π＜N 

峨

lfu = ！（ιH-=!!J戸） ＼，！！ ρ 

I " _, 、必込ゴi
×J ir(eε（2π 川 rs）巧出＋1一πlρε （l州l一

臼訪

ただ、し，

!= B"(l － θ）＇－•， H＝αoξι 
《H

G三 α－ac一α）一(I-a）（す）
でいずれも定数項であるο

2地域間で効用水準に差があれば，長期には

労働者が効用が低い方から高い方に移動し， 2

つの地域の効用が均等化したときにそれ以上の
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安定的な集中型均衡点と不安定な分散型均

衡点

図 7移動はなくなり，長期均衡が達成される。その

ある条件の際に吟味しなければならないのは，

あるいもとで，均衡はただ一つ存在するのか，

.............・4・A ・..エY ナ・・・．‘－
F ・

1遣
｜の

II 

は複数存在するのかという問題と，均衡値が安

すなわちある均衡績から定的なものかどうか，
E, E, 

離れたときに再びその均衡値に戻る性質を持つ

地
減
1
の
効
用

それとも別の均衡値に収数してしているのか，

とLミう問題まうような不安定な性質のものか，

しかし，求められた両地域の効用関数

(48X49）式はすで守にかなり複雑なものとなっており，

厳密な証明を与えるのは困難であるので，本稿

では適当なパラメータを与えて数値シミュレー

ションを繰り返すことにより推論を試みたら

シミュレーションでは，例えば問？のような

である。

一ションにより得られた結果から，大別すると

以下の 2つのパターンが観察された。

この図は，縦軸は左狽11で地域結果が得られる。

（点線）の1 の効用（実線）~，右側で地域 2

これは同第1のパターンを，岡8に示した。効用を測り，横軸上の点は左から地域1の人［）

シェア xを，右端を原点とすれば地域 2の入 ？と同じパラメータの条件を出発点（a）としなが

ら伽～（d）と徐々に人口を増やしていったもので2つの曲線が交わってuシェア（1-;r）を表す。

人口増加による効剤曲線の形状の変化が

観察される。

(bJ叫 d）で，効用曲線が縦軸近くで下方に傾い

あり，いる点Eにおいて，両地域の効用木準が－－・致し

ている均衡値を求めることができるο

E点は不安定なものにすぎないのでーただし，

この間次のように説明できょう。ているのは，Eliの右側実際には実現しなL、。なぜならば，

生産されている S財に十分アクセス可能な水準

にあって，他地域の集積の経済を輸送費を払い

ながらある程度享受することができる。すなわ

ち，地域2の人口シェアが増加することは，

の地域の農業生理性の低下だけでなく，地域 1

の人uの減少，地域1で、生産する S財のバラエ

ティの減少を引き起こし，地域2におけるM財

の生産’性も低下させる。地域2の人口がト分に

大きくなってはじめて，地域2における自前の

rsはもう 1つの地域でスではr，立 2と，のケでは地域 1の効用が地域2の効用を上回ってい

人Uは地域2から地域 1に移動しよう

として，結局は地域 1にすべての人口が集中し

てしまう E1が実現し，同様にE1＼の左側では

地域 2にすべての人Uが集中ずるE日がきた現し

るので，

この 2つが安定的な均衡点となるからであ

ここでは特に，パラメータを－－－定に保ちなが

ら総人口Nが増加していったときに，長期均衡

として現れる 2地域聞の人口配分はどのように

て，

る。

しかし，人LJが集積の経済が創り出されるが，シミュレという問題を考えよう ο変化するか，

品。
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産業問リンケージと都市化

人口成長と地域構造

（むが小さい場合）

図S

E。

(b) 

E。
(a) 
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F
H
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0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 
π 

{d) 

Eo 

(c) 

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 
寵

れるものではなし経済学的な合理性が与えら

れることを，jミしている。すなわち本稿のモデル

でほ，大都市には農業の生産性ω低下で表され

ているような混雑効果があるにもかかわらず，

集積の経済によって高い生産性が実現されてい

る一方で，小都市では逆に，生産性は高くない

ものの混雑が少ないことで住民の満足が補償さ

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 
π 

つねに混雑効果が集積の経

済を上1rnってしまう。

(a), (b）のように総人口規模が比較的小さく集

積の経済が支配的になるような場合は，分散的

な均衡Eホは不安定で，結局どちらかの地域に

人口が集中して規模の経済を享受することが選

非常に大きければ，

Eo＇）。(Eo, 択される

さらにこのような状況に対

して人口を均等化しようとしてうまくいかない

ことも示されている。

れていると言える。興味深いことは，（b）から（c）へと人口が増えた

2つの地域はもともとまったく条件が同結果，

E2のような非対称な人Ei, じでありながら，

いかなる状況においても混雑効果が

E本が安定

勝ってしまうほど全人口の規模が大きくなって

81 

しまう（d）のような状況においては，

しカミし，口比率の安定的な均衡が成立することである。

これは，現実に大都市と中小都市が混在するこ

とは，単なる偶然や際史的な背鼠だけで説明さ
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翻 g 人口成長と池域構造

(rsが大きい場合）
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Eo 
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" 

的となり，長期的に人口が分散化されていくで

あろう。

第2のパターンは国9により表現されているc

図8の環境との相違は，むをかなり大きな傾

(rs=20）に設定していることであるr この場合，

S財は他地域からはほんのマージナルにしか需

要されないので， S財のバラエティ減少による

他地域への影響はほとんどないと考えてよい。

この悶の場合でも，人口規模が小さければどち

らかの地域に人口が集中する均衡が成立する。

人口が拡大して（b）の状態に至ると，どちらカ冶 1

集中する均衡点Eo, E。’と，両地域に均等に分

散する均衡点Eホが安定均衡となり，不均等に
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π 

人口が分散化するEi,E2は不安定となる。さ

らに人口が成長すれば，（c),(d）のように，分散

化した状態のみが安定均衡である。

(b）で出現する複数均衡の状態においては，

Eo, Eo＇の集中化した均衡から， Ei,E2を超え

る規模の人口を強制的に他地域lこ移動させるよ

うなビッグ・プッシュを行えば，あとは図1で

示したような循環的な集積のメカニズムによっ

て，おのずと分散化に向かうが，ビッグ・ブッ

シュが不十分であれば，結局はもとの集中的な

地域構造に戻ってしまう。

ただし，別に試みたシミュレーションによれ

ば， pが十分小さければ（たとえばρ＝0.2)



むすびにかえて
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要の価格弾力’性が小さくなり，この水準のおに

おいても他地域から S財の輸入が行われ他地域

の集積の影響を受けるので，岡8のような変化

のパターンとなる。ただし， rsが無限大となる

ように設定すれば， ρの水準にかかわらず鴎9

のようなパターンが現れる。

むすびにかえて

本稿では，中間財のバラエティの増加によっ

て最終財の生産性が向上するという考え方に基

づいて，集積のメカニズムを取り入れた分析を

行った。その結果，地域構造のパターンは輪送

費や人口規模に依存して決まることが示された。

もちろん，集積の経済の源泉はここで取りあげ

た中間財ωバラエティだけでなしすでにさま

ざまなものが指摘され，モデル化されてい

る（注 1）。したがって本稿のモデルはそのうち

の一つの特殊な形態に過ぎない。しかし，現代

の製造業が先進国のみならず発展途上凶におい

ても部品や間接業務の多くを外注化して競争力

強化を図っていることに鑑みれば，ここで想定

しているような集積力が，現実に起こっている

産業の地理的集中を少なからず説明しているこ

とは否定できなし•o

本稿の分析から得られる開発政策に対する含

意は次のようなものである。集積の拡六はその

地域の生産性を上昇させる一方，混雑による効

用の低下を発生させる。後者が前者を上回るよ

うな過剰な集積に陥った場合に，政第介入の余

地がある。一つのんー法は，図3でz試みたように，

農業後背地に工業を分散化させるという政策で

あり，この場合は後背地の工業は中心地域から

供給される中間財に依作して生産iiJ能なので，

産業問リンケージと都市化

中心地域へのアクセスが良好でなければならな

い《このような変化は，道路や通信の設備を改

善して製造業が後背地の低賃金労働を利用しや

すくすることによって実現可能になる。

ただし，その場合には工業分散化が既存の中

心都市の集積効果が波及可能な範囲においての

み可能となるので，分散化が起こる範囲は既存

の中心都市を取り巻く地域に限定されてしまい

がちである。その場合，全国的に見た一極集中

構造は変わらず，中心から離れた後背地との発

展の格差は依然として残ることになるだろう。

そこで代替案として，大がかりな地方移転政

策を計画することもできる。図9(c）の状況にお

いては，十分なビッグ・プッシュ（大規模な集

団移転）があれば，効用水準を改善するような

分散化が可能であることが示された。ただし，

凶9が非常に大きなむの値に基づ、いて描かれて

いるように，新しい集積を生み出すためには，

既存の中心地域の影響からある程度離れた場所

を選ぶ記、要があることが示唆されている。 i河8

のように，移転先の経済がもとある中心地の集

積のメリットの影響を受ける場合は，分散化さ

れた均衡は不安定な点となり実現されないっこ

れは中心地の人口減少による集積機能の低下は，

移転先の経済にとってもマイナスの影響をもっ

ためと推測される。すなわち，現存する中心地

の近傍への分散化（ま成功しないことも示唆され

ていると言えよう。

もちろん，図 8, 9からわかるように，放置

しておいても人口規模が巨大になれば混雑によ

る不効用が支配的になって分散化が起こるので

あるが，この場合は，すでに相当な効用水準の

悪化を経験しているはずである。したがって，

長期的な視野に立てば，適切な時期において適
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切な立地選択を伴った分散化政策を十分な規模

で実施することが検討されるべきであろう。

（注 1) 集積のメカニズムについての包括的なサ

ーベイは， Fujita(1990）を参照。
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